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　中国では、第４次科学技術生産計画において、工業製品の品質向上を図るうえで最重

点の技術分野として、金型技術を掲げてきました。1988年、中国政府は、実践的金型上

級技術者の養成を目的として、金型設計・金型製作のプロセスおよび機械加工の分野に

おいて技術の優れているわが国に、プロジェクト方式技術協力を要請してきました。

　これに対し、わが国は1990年７月に事前調査団を派遣し、要請の背景、計画の妥当

性、協力の規模などを調査するとともに、1991年３月には長期調査員を派遣し、協力実

施のための具体的方向などについて協議・調整を行いました。これら２つの調査結果を

踏まえて、1991年７月に実施協議調査を実施し、本件協力について協議を行い、討議議

事録（R/D）に署名しました。

　わが国は、同討議議事録に基づき、1991年９月１日～1995年８月31日の４年間、上海

現代金型技術訓練センターにおいて、金型製作技術の人材育成を図り、もって中国での

基本的なプラスチック用精密金型技術に寄与することを目的として、プラスチック用精

密金型の金型設計、金型加工、金型組立・試打の各分野における技術移転を主たる内容

としたプロジェクト方式技術協力を実施しました。

　この結果、同センターは、プロジェクト終了後も順調に研修実績を重ねており、修了

者が全国の企業で金型技術の中堅として活躍するなど、金型企業振興に大きな効果をあ

げています。

　しかしながら、今般、中国政府は、現在の設備では業界からの高い研修ニーズに対応

しきれないことから、そのニーズに応えるべく、アフターケア協力を要請してきまし

た。

　これを受けて、1999年12月12日から18日までの間、アフターケア調査団を派遣し、プ

ロジェクト終了後の同センターの組織（人員配置）、活動および予算措置状況などを調

査し、アフターケアの必要性を吟味したところ、その必要性が認められたため、アフ

ターケアスキームの範囲内で日本側として対応可能な協力計画を中国側と協議し、作成

するとともに、その実施に必要となる相手側の実施体制を確認し、ミニッツに取りまと

め、署名・交換を行いました。

　本報告書は、このアフターケア調査団の結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・中国両国の関係各位に対し深

甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。
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第１章　調査結果要約第１章　調査結果要約第１章　調査結果要約第１章　調査結果要約第１章　調査結果要約

　本調査団は、1999年12月12日から18日まで中国に滞在し、上海現代金型技術訓練センターを実

施機関とするアフターケア協力案件の要請背景を確認し、その必要性を吟味したうえで、具体的

な協力計画を策定することを目的に調査・協議を実施した。

　最終的には、上記調査・協議の内容の骨子をミニッツとして取りまとめ、12月17日午前、同セ

ンター会議室において日本側調査団桑島団長と中国側同センター徐主任との間で同ミニッツの署

名・交換を行った。

　署名・交換されたミニッツおよび調査結果の概要は以下のとおりである。

１－１　アフターケアスキームの説明１－１　アフターケアスキームの説明１－１　アフターケアスキームの説明１－１　アフターケアスキームの説明１－１　アフターケアスキームの説明

　(1) 協力期間

　　　本件アフターケアにかかるミニッツの署名・交換日から2001年３月末日であることを説明

した。

　(2) 協力内容

　　　短期専門家派遣および機材供与から構成され、研修員受入れは原則として対象外である旨

を説明した。

１－２　上海現代金型訓練センターの現状・実施体制１－２　上海現代金型訓練センターの現状・実施体制１－２　上海現代金型訓練センターの現状・実施体制１－２　上海現代金型訓練センターの現状・実施体制１－２　上海現代金型訓練センターの現状・実施体制

　(1) 組織

　　１）上部機関であった上海市第二軽工業局が、1995年に第一軽工業局と統合され「上海軽工

業控股（集団）公司」として組織改編されたことにより、センターの最高責任者は第二軽

工業副局長から、センターの所在する上海市二軽機械学校（初等中学卒業生に対する４年

制の高等工業専門学校）校長となった。このため、同校長である徐センター主任は、セン

ターの事業、組織、財務において実質的な決定権限を有するようになった。なお、セン

ターおよび同機械学校の職員は、公務員ではないが、公務員待遇の給与水準を与えられて

おり、人事は、上記公司が行うということである。

　　２）公司は傘下に587社を有し、固定資産は総額400億元、年間売上げ総額は350億元にのぼ

る（１元＝約15円：1999年５月現在）。公司の設置は収益をあげることが目的であり、傘

下企業の収益から一定比率の収入を得ることとなっているが、性格的には政府としての権

限をもっているということである。

　　３）センターの内部組織としては、プロジェクト事務室（弁公室）が前回プロジェクト終了

に伴って1996年に廃止され、かつての「部」が「科」に名称変更されたほかは、訓練科お



－2－

よび実習科の二部門体制に変更がない。なお、訓練生募集・選考などの事務室の機能は訓

練科が引き継いでいる。各科の業務内容としては、実習科は、訓練コース（実習）、機械

の調達・維持管理、および委託加工の実施、訓練科は、訓練コース（講義）、訓練生の募

集（募集にかかる事務作業全般を含む）、広報、セミナーの開催などである。

　　４）人員配置

　　　　センター主任１人（副主任は空席）、実習科14人、訓練科15人の計30人である。

　　　　本体協力時のカウンターパート11人のうち、２人が定年退職、３人が出向（在籍はして

いるが、民間企業に「出向」している）となっているものの、その他のカウンターパート

はセンター主任を含めて定着しており、本体協力時と比べて大きな変更はみられない。

　(2) 予算措置

　　　上記(1)１）のとおり、1995年以降センターの上部機関は上海軽工業控股（集団）公司と

なったが、センターは上海市二軽機械学校の内部組織であり、機械学校などの教育部門につ

いては、人件費および運営経費は継続的に財政部から配付されている。センターの運営管理

に必要な予算は適切に措置されており、年間収入のうち、研修受講収入および金型委託加工

収入はそれぞれ1995年当時の2.5倍に増えており、センターの経費として使用することがで

きる。

　　　機材・設備の購入、維持管理費については、学校全体のこれらの予算のうち、６割から７

割がセンターに措置されている。1998年、1999年には、機械学校向けに財政部からの特別財

政補助を得た金型研究費を用いて、それぞれ50万元および60万元の予算により、コンピュー

ターやCAD/CAM２次元および３次元ソフトなどの購入がなされている。収入活動による職員

手当ての上乗せについては不明であるが、講師陣には、上海交通大学金型研究所の夜間講習

に参加させるなど、講師研修予算は増加している。

　(3) 活動状況

　　　本センターは、1995年のプロジェクト終了後、1999年までに一般企業向けの研修を９コー

ス165人（各１カ月、２カ月または３カ月間）、軽工業学校（天津、常州、四川）向け金型

製作コースを11コース325人（各１カ月または２カ月間）実施したほか、企業からの委託に

応じて金型77型を製作しており、活発な活動が継続されている。教科書も新規開発、統合す

るなど整理がなされてきている。そのほか、上海二軽機械学校の４年次学生向けCNC工作機

械操作短期研修12コース（各２週間または１カ月間）416人（うち152人が金型班の学生）な

どの活動実績がある。

　　　一般企業向け研修は、本体プロジェクトでは当初国営企業（国有企業、集団所有企業）向
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けの研修が主体であったが、国営企業の経営悪化によるニーズの低迷もあり、1997年以降

は、外資系、民営（個人経営）企業からの募集に力を入れ、1999年受入の20人のうち６割は

外資、民営企業となっている。

　　　また、上海二軽機械学校生（金型班）向けのCNC工作機械操作短期研修の受入人数は1998

年までは年間13～28人程度であったが、実践的な人材供給ができるとして、企業からの求人

ニーズが飛躍的に高まっており、1999年実績では２期計73人の受入れを行っている。特に、

修了生は100％金型関連企業への就職が決まっており、うちほぼ９割は外資系企業、民営企

業に就職し、即戦力として重宝されている。

　　　増大する受入ニーズに対し、2005年まで一般研修については230人、実習コースについて

は約1800人にのぼる研修予定者リストがつくられている。

　　　また、上部機関の公司化にもかかわらず、センターの金型技術人材の育成という公共機関

としての位置づけは明確であり、また、人材育成の対象も上海市にとどまらず、四川省から

の訓練生を受け入れるなど、全国に広がっている。

　(4) 主要機材の現状

　　　本体プロジェクトが開始された当初(1991年)の供与機材について、センターからの事前質

問状の回答に沿って表１－１のとおり再確認を実施した（p.50 附表４－１参照)。主要な供

与機材は投入されてから８年余りが経過していることから、全体的には老朽(耐用年数)化が

進んでいる。

　　　汎用工作機械は、比較的使用頻度が高く基礎技術を習得するのに必要な機材ということも

あって管理状態は良好であるのに対して、CNC工作機械は、研修に使用する時間が多いこと、

および訓練生が直接プログラム入力していることなどから、管理状態がやや劣るものがあ

り、機械本体の精度確認などをしていないなど定期点検業務がおろそかになっている。

　　　現在は当たり前になっている管理台帳などの機械ごとに履歴管理をする資料・書類が、セ

ンターにおいては未整備であるが、供与済み機材の導入から８年を経過し故障が発生しやす

い状況となっていることから、安全点検と保守管理体制の整備が急がれる。

　　　中国側で調達した機材についても、表１－２のとおり現状を確認したところ、順次廃棄処

分されている機材が見受けられるものの、概して良好に使用・維持管理されている。表１－

３に示すスペアパーツおよび消耗品については、センターにて独自に調達が可能な状態と

なっている。
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　　　主要な機材の状況は以下のとおり。

　　１）マシニングセンター

　　　　最も人気の高い訓練コースで使用される工作機械であり、訓練生も実際の段取りからプ

ログラム入力(マニュアル)およびエンドミル加工と工作物の加工を行っている。訓練生が

実際に機械操作をして運転することから生じる各種のトラブルに対してフォローできる体

制が未整備で、破損が放置されている部分、および破損に気づかずに現在に至っている部

分がみられた。たとえば、マシニングセンターの主軸に取りつけられている治具（ホル

ダー、コレット、エンドミルのセット）が破損していた（相当な荷重がかかった結果と思

われる）が、主軸の精度確認などは実施されていなかった。破損箇所については、中国側

で今後修理する予定である。

　　２）放電加工機

　　　　導入より現在に至るまでほとんどメンテナンスを行っていないため、老朽化による不具

合としての「加工精度が出ない」状況である。機械メーカーの現地法人担当者立ち会いの

もと、初期診断を実施したところ、特に異常は認められないが、今後有償にて検査が必要

とのアドバイスを得た。

　　３）ワイヤーカット放電加工機

　　　　機械メーカーの現地法人担当者立ち会いの結果、AWT装置(自動結線装置)の水流用パイ

プの目詰まりを発見し、処置を行った。また、AWT装置のカッターが摩耗していることか

らこれの交換を求められたが、有償のため見積りを提出していただくこととし、中国側の

負担で交換を行う予定である。

　　４）射出成形機

　　　　２台の成形機のうち、大型の360トンは委託生産用としてほぼ90％以上の稼働率で運転

されている。もう一方の120トンの小型は、主に研修用として実際のオペレーションを訓

練生に行わせている。

　　　　　　　　金型標準部品
鋼材 上海塑料模具標準部品工場
銅材 上海有色金属二站
刃具 上海刃具工具工場
E.P、ボルト 上海刃具工具工場
プラスチック 上海塑料市場
　　　　　　　工作機械の消耗品
油 上海石油公司
水 センター内で流用
EW用線材 無錫東庭線材工場

表１－３　上海現代金型訓練センターにおけるスペアパーツ・消耗品の調達先
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　　５）汎用フライス盤

　　　　日本側供与分と中国側調達分のあわせて２台で、切削加工の理論と実践の研修を行って

いる。汎用機のため、特に故障の履歴もなく整理整頓されたなかで使用されている。

　　６）研磨機

　　　　平面研削盤は、供与機材の１台を高い精度を要求される加工物に対して使用し、中国側

調達分はそれ以外の加工物に対して使用している。

　　７）CADおよび自動プログラミング装置

　　　　本体協力開始時点でのCAD/CAMの技術水準は、現在とは比べものにならないほどシステ

ム化されておらず、CADは作図機能を有するのみであった。また、NCプログラムの作成も

自動プログラミング装置を使用し行われていた。現在は、２次元のCAD/CAMについては中

国製を40台余り導入して研修に使用し、３次元CAD/CAMについても米国の「UG」を３台導

入しており、カウンターパートが今後の研修用にマニュアルづくりを行っている。

　　　　CAD/CAMの進展は非常に速く２，３年で内容が様変わりするほどである。1991年本体協

力開始当時供与された本機械は導入当初の役目を終了して、現在はCAD/CAMが取って代わっ

ている。

　(5) 技術状況

　　１）評価すべき点

　　　 本体協力で移転された金型技術および新しい技術･手段（たとえばCAD/CAM)に関して､改

定版を含めみずからの手でテキストを作成し､適宜リニューアルを図るとともに､技術の共

有化を図っている。

　　　　職員は、自分の習得した技術を互いに補完し合い、技術の幅を広げるとともに、新しい

技術を吸収しつつある。さらに、調査票やヒアリングから、自己の不足している技術と手

段を明確に認識している。したがって、CAD/CAMをツールとした金型設計・加工の応用技

術を追加付与する必要があると思われる。

　　２）技術的課題

　　　　現状の技術レベルは、委託製作した電話機の受話器金型を100とすると、それ以降少し

ずつレベルアップの傾向はみられるものの、より高度な金型を手掛けるには、応用技術の

点で、さらに外部の指導が必要と考えられる（表１－４参照）。厳しい見方をすると、協

力期間中、専門家が時間をかけて指導したため、カメラボディレベルのものができたが、

それらを製作するには多くの時間と技術の向上が必要であり、現状ではクライアントが満

足できるレベルの品質と納期に対応することは難しい。資料３－５－１に示すように、プ

レスの金型を含め、プラスチック用金型、同関連部品など80点近くを製作している点は評

価できるが、過去に断った案件（資料３－５－２参照）を含め、今後「より高度な金型を
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製作できる」ことをアピールする必要がある。

　　　カウンターパートは、複雑な金型の製作時間がかかりすぎることが納期の点で対応できな

い一番の原因としているが、企業の求める納期に対応するには高度な金型設計技術と生産工

程管理技術の習得が必要である。

　　　ただ、現状でも訓練生に対する訓練・指導内容に遜色はなく、今後、先進的な外資系企業

からの訓練生への対応という点で危惧される。
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１－３　協力の妥当性１－３　協力の妥当性１－３　協力の妥当性１－３　協力の妥当性１－３　協力の妥当性

　(1) 自立発展性の確認

　　　前回の協力を通じ、今次調査では、センターが金型設計、加工、組立・試打を実習訓練で

きる機関として確立したと同時に、プロジェクト終了後も、研修修了生がトップクラスの外

資系小型プラスチック精密成形企業の金型設計科長として活躍し、修了生の求人が急増する

など、企業からの認知度が向上し、金型関連の新進の外資系、民営企業を含むプラスチック

金型産業のニーズに的確に応えていることが確認された。また、1998～1999年にかけて独自

にCAD/CAMソフトウェアを調達するなど、自立的な事業展開がなされている。

　(2) 協力の妥当性

　　　上記のセンターの自立発展性および金型産業界の増大する研修ニーズにかんがみ、次の現

状に対応するため、センターに対するアフターケア協力をこの時期に実施することは妥当で

ある。

　　１）外資系企業を中心として、高度な加工技術を用いた高精度の金型製造が行われており、

既存加工設備（マシニングセンター、ワイヤーカット放電加工機、放電加工機）の加工速

度、精度では、企業の要望する研修ニーズに応えることが難しくなっている。また、講師

の金型生産技術の経験蓄積の場ならびにセンターの収入源となっている金型委託生産につ

いても、上記設備のみでは求められる加工精度および納期に対応できていない。

　　２）一般企業向け、学生向け金型実習コースを問わず、加工技術の実習が８割を占めている

が、上記既存加工設備が１台ずつであるため、１人当たりの実習稼働時間が限られてお

り、増大傾向にある研修ニーズに対応することが難しくなっている。

　　３）近年のプラスチック金型製作は、CAD/CAMで設計したプログラムをCNCプログラミングに

よってネットワークとして加工設備につなげることが一般的となっているが、前回プロ

ジェクトでは、PRICADを供与したほかは、各加工設備は基本的に単独に設置されている。

企業の設計・加工研修ニーズに対応するには、これらの工程設計の技術を高める必要があ

る。

　(3) 協力の前提条件

　　　以下の項目について、中国側が措置を取ること、およびその進捗を隔月ごとに日本側に報

告すること（第１回報告：2000年２月）を前提条件として本アフターケア協力を実施するこ

とで合意した。

　　１）主要機材については、ミニッツの附表４－１、４－２を参照し、定期的な検査およびメ

ンテナンスによる機器保全を行い、現地において必要な補修を行うこと。



－11－

　　２）主要機材の日常メンテナンスマニュアルを作成し、不具合が生じた際の連絡先リストを

添付すること。

　　３）機材に必要なスペアパーツリストを作成すること。

　　４）金型の委託加工にあたっては、設備の固有機能に依存するのみならず、加工条件設定や

加工方法の最適化を念頭においた金型設計技術の経験蓄積を重視すること。人員の配置、

業務配分を含めた効率的な納期管理を検討すること。

　　５）中国側が導入したCAD/CAMソフトウェアの基本的な操作について、日本人専門家派遣ま

での間に自主的に習熟できるようにすること。

１－４　協力内容および期間１－４　協力内容および期間１－４　協力内容および期間１－４　協力内容および期間１－４　協力内容および期間

　(1) 日本側投入計画

　　　日本側投入の内容は表１－５、１－６のとおり（ミニッツ附表２、３参照）であるが、こ

れは暫定案であり、１－５(2)「日本側の投入計画確定」のとおり、調査団帰国後、早けれ

ば2000年１月中旬までに、最終投入計画を中国事務所を通じ、中国側に通知することとし

た。

　　　なお、形彫り放電加工機については、中国側が手当てすることを確認した。

表１－５　日本人専門家の派遣計画（暫定案）

優先順位

１

２

３

専門分野

金型設計

（CAD/CAM）

金型加工

（CAM-CNC）

機材据付け・維持管

理指導（マシニング

センター）

機材据付け・維持管

理指導（ワイヤー

カット放電加工機）

派遣期間

２週間～１カ月

（今後確定）

２週間～１カ月

（今後確定）

１週間（今後確定）

１週間（今後確定）

人数

１

１

１

１

指導内容

・データ活用事例

・金型設計応用事例

・NCプログラム応

　用事例

・NC加工条件設定

　応用事例

・工程設計応用事例

・機材据付け

・運営管理指導

・機材据付け

・運営管理指導

備考

専門家リクルー

ト 結 果 に よ る

が、２回の派遣

を検討する。

専門家リクルー

ト 結 果 に よ る

が、２回の派遣

を検討する。

機材現地調達の

場合は、現地技

術者による対応

を検討する。

機材現地調達の

場合は、現地技

術者による対応

を検討する。
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　　　また、マシニングセンターおよびワイヤーカット放電加工機について、以下の理由によ

り、日本メーカーによる製品を調達する必要がある。

　　１）既存の機器ネットワークとの接続性

　　　　センターでは、本体協力の供与済み機材として、今次アフターケア協力で要請されてい

る機材と同種の日本製の加工設備（すなわち、マシニングセンターおよびワイヤーカット

放電加工機）が使用されている。センターの金型製作は、金型の設計図面（CADデータ）

を、加工設備を動かすための数値制御プログラム（CAMデータ）に変換したうえ、さらに

各加工設備の使用言語に変換し、供与済加工設備の制御器にデータを送る（CNCプログラ

ミング）ことによって、金型の加工を行うという一連の設計から加工へのネットワークを

形成して行われている。

　　　　上記のネットワークでは、加工設備の使用言語・制御器に合わせて全体のプログラミン

グがなされており、異なる使用言語・制御器をもつ加工設備ではネットワークプログラミ

ングとの整合性がとれなくなる。したがって、既存のネットワークのプログラミングを損

なうことなく、整合性よく接続するには、既存の加工設備と同種の使用言語・制御器を有

する加工設備、すなわち供与済加工設備と同じ日本メーカーの機材を必要とする。

　　　　また、上記日本メーカーの機材であれば、制御器の調査・検討は不要であり、最小限度

の打合せで仕様を詰め、スムーズに接続することができるばかりでなく、センターにおい

てもすでに使い慣れた機材での研修を行うことができる。

　　　　さらに、日本メーカーの機材の場合、センターで実際に用いているCADデータ（金型設

計図面）をCAMデータに変換して、当該加工設備に入力して動作シミュレーションを行い、

実際に正常に作動するか日本メーカーと出荷前に確認することができるという利点があ

る。日本のメーカー以外の場合、このような事前確認は対応困難である。

　　２）短期専門家との関連性

　　　　これら機材を使用して金型設計および金型加工分野の補完的技術移転を行う必要がある

が、当該分野の短期専門家は日本メーカーの機材には慣れているものの、外国メーカーの

機材を使う場合には、まず機械操作に習熟するのにおおよそ１～２カ月を要し、効率的な

表１－６　機材の供与計画（暫定案）

番号
1

2

3

機材名称
CNCマシニングセンター（MC）

CNCワイヤーカット放電加工機
(WEDM)
CNC形彫り放電加工機（EDM）

仕様
ベッド寸法
L600×W400
ベッド寸法
L350×W250
ベッド寸法
L600×W360

数量
1

1

1

優先順位
1

2

3

備　　　考
優先順位１、２については予
算の範囲内で現地調達の可能
性も含め、日本側からの供与
を検討することとする。

中国側で調達を検討する。
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技術移転を行うことができない。

　　３）保守管理

　　　　日本メーカーの場合、現地代理店もしくは現地法人のサービスおよびアフターフォロー

が充実しているので、問題発生の際に原因調査などが容易であるうえ、メンテナンスマ

ニュアルも完備している。

　(2)中国側投入計画

　　１）人員配置

　　　　金型設計に２人、金型加工に４人の計６人が配置されることを確認し、ミニッツに添付

した（ミニッツ附表５）。

　　２）予算

　　　　機材引取りにかかる費用、専門家の付帯経費（通信運搬費、車輌借上げ費等）、および

機材の修理・調整・据付け、スペアパーツの調達にかかる費用が必要となることを説明

し、中国側の理解を得、ミニッツに記載した。

　　　　また、上記で述べたとおり、中国側から当初要請のあった形彫り放電加工機について

は、中国側で手当てすることとした。

　(3) 協力期間

　　　今次ミニッツ署名日（1999年12月17日）から2001年３月31日までの１年３カ月強が協力

期間となる。

１－５　協力実施までにフォローアップを要する事項１－５　協力実施までにフォローアップを要する事項１－５　協力実施までにフォローアップを要する事項１－５　協力実施までにフォローアップを要する事項１－５　協力実施までにフォローアップを要する事項

　(1) 要請書の提出

　　　Ａ１，Ａ４フォームを2000年２月上旬までに提出するよう依頼し、ミニッツに記載した。

　(2) 日本側の投入計画確定（専門家派遣、機材供与、通訳手配）

　　　専門家派遣に関しては、人数、派遣時期および期間、および指導内容については、各専門

家のリクルート状況によって変わり得るため、リクルート状況を2000年２月までに中国側に

連絡するとともに、センターの受入状況を確認したうえで、最終的に確定する。優先順位３

（表１－３もしくはミニッツ附表２参照）の専門家派遣については、当該機材を現地調達す

る場合は、現地技術者による対応を検討することとしているため、機材の調達方法を踏まえ

て、最終的に決定する。

　　　供与機材の調達方法（日本または現地調達）を含む日本側の投入を、帰国報告会の結果を
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踏まえて、最も早くて2000年１月中旬に確認することとし、ミニッツに記載した。機材の詳

細仕様に関しては、2000年２月中に中国側に連絡のうえ、最終決定する。

　　　センターとしては、専門家派遣の際の通訳については、原則日本語を話せるセンターの職

員が対応するが、必要な場合には、センターが別途通訳を傭上して対応する旨の説明があっ

た。

　(3) 機材調達予算年度および現地調達の可否

　　　今年度（1999年度）予算によって調達するが、支払いは来年度（2000年度）となる可能性

が高いため、この場合は翌債扱いとすることで、JICA中国事務所の了解を得ている。

　　　現地調達は、１）銀行保証が行われない場合は支払い条件が後払いであること、２）メー

カーの支店または現地代理店が契約権限を有していることが条件となる。優先順位１の機材

（マシニングセンター）のメーカーの現地代理店に問い合わせたところ、２）の条件はクリ

アされるが、１）については、調査団帰国後、結果をフォローすることとしている。優先順

位２の機材（ワイヤーカット放電加工機）については、日本メーカーの現地法人に問い合わ

せたところ、上記１）の条件については、交渉次第で可能であるとともに、同２）について

は、可能であることが確認できた。

　　　上記の２条件に加え、現地調達如何の決定にあたっては、現地でのアフターサービス体制

について考慮するとともに、本機材が日本メーカーからの輸入となるため、無税通関手続き

の可否についても、調査団帰国後、確認する必要がある。

　(4) 中国側フォロー事項の定期報告

　　　ミニッツにある中国側の取るべき措置の進捗状況について、中国側より隔月で日本側に報

告することとし、最初の報告は、2000年２月とすることで中国側は同意した。中国側の取る

べき措置について、中国側は真摯に取り組む姿勢を示しており、着実な定期報告が期待され

るところである。



－15－

第２章　調査の概要第２章　調査の概要第２章　調査の概要第２章　調査の概要第２章　調査の概要

２－１　プロジェクト（本体協力）の概要２－１　プロジェクト（本体協力）の概要２－１　プロジェクト（本体協力）の概要２－１　プロジェクト（本体協力）の概要２－１　プロジェクト（本体協力）の概要

　(1) R/D協力期間 　　　　1991年９月１日～1995年８月31日（４年間）

　(2) 実施機関　　　　　　上海現代金型技術訓練センター

　(3) プロジェクトの目標

　　　上海現代金型技術訓練センターにおける金型製作技術の訓練機能を強化し、訓練コースを

実施する。

　(4) 技術協力内容

　　１）技術移転分野

　　　(a) 金型設計

　　　(b) 金型加工

　　　(c) 金型組立・試打

　　２）活動内容およびその実績（1991年９月～1995年３月）

　　　(a) モデル金型の製作 ５点

　　　(b) 訓練コース ８期

　　　(c) 金型企業への短期講習 ２回（各５日）

　　　(d) セミナー ２回

　　　(e) 教材などの作成 37件

　　　(f) 工場視察調査・指導 29件

　　　(g) 教育機関における講演指導 １件

　　　(h) センター視察および技術相談への対応 50件

　　　(i) 金型部品などの展示

　　　　刀具１式 498点

　　　　標準部品１式 200点

　　　　モールドベース見本 ２セット

　　　　樹脂サンプル 10種

　　　　樹脂成形見本 ６種

　(5) 専門家派遣実績

　　１）長期専門家　延べ８人

　　　 （チーフアドバイザー２人、業務調整１人、金型製作１人、金型設計１人、金型加工１

人、金型組立・試打２人）

　　２）短期専門家　延べ15人
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　　　 （機材レイアウト、機材据付け・調査、金型組立・試打、金型加工、機器点検・整備、

CAD/CAM/CAE、CAD/CAM、金型部品標準化、精密機械加工）

　(6) 研修員受入実績　　　17人

　(7) 機材供与実績　　　　約295,111千円

　(8) 終了時評価（1995年３月）調査結果

　　１）目標達成度

　　　　移転された技術については、積極的に普及活動を行っており、成果があがっている。

　　２）波及効果

　　　(a) 技術的インパクト

　　　　　カウンターパートがセミナー講演をするなど対外的に技術力向上の成果を公表できる

ようになった。

　　　(b) 経済的インパクト

　　　　　センターの活動が高く評価され、有料であっても定員を超える訓練生の応募があり、

この結果、運営費の一部を補填できるようになった。

　　　(c) 社会的インパクト

　　　　　各地の教育訓練機関と企業に指導できるようになり、社会的広がりをみせている。

　　　(d) 制度的インパクト

　　　　　訓練生資格試験制度導入により資格取得者が増えた。

　　３）自立発展の見通し

　　　(a) 組織的自立発展の見通し

　　　　　センターの組織上の位置づけが明確であり、また、センターには管理運営能力を十分

備えた人材が配置されており、実施体制を整えている。

　　　(b) 財務的自立発展の見通し

　　　　　必要経費は、上海市人民政府科学技術委員会第二軽工業局の予算によってまかなわれ

る。

　　　(c) 技術的自立発展の見通し

　　　　　移転された金型製作技術は適正なレベルにあり、また、カウンターパートは訓練生に

対する指導・教材作成・セミナーでの講演・技術相談への対応など、金型製作技術者の

育成ならびに技術普及を始めており、今後も自主運営は十分にできると判断される。

２－２　調査団派遣の経緯と目的２－２　調査団派遣の経緯と目的２－２　調査団派遣の経緯と目的２－２　調査団派遣の経緯と目的２－２　調査団派遣の経緯と目的

　中国では、第４次科学技術生産計画において、工業製品の品質向上を図るうえで最重点の技術

分野として、金型技術を掲げている。1988年、中国政府は、実践的金型上級技術者の養成を目的
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として、金型設計・金型製作のプロセスおよび機械加工の分野において技術の優れているわが国

に、プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　これに対し、わが国は1990年７月に事前調査団を派遣し、要請の背景、計画の妥当性、協力の

規模などを調査するとともに1991年３月には長期調査員を派遣し、協力実施のための具体的方向

などについて協議・調整を行った。これら２つの調査結果を踏まえて、1991年７月に実施協議調

査を実施し、本件協力について協議を行い、討議議事録（R/D）に署名した。

　わが国は、同討議議事録に基づき、1991年９月１日～1995年８月31日の４年間、上海現代金型

技術訓練センターにおいて、金型製作技術の人材育成を図り、もって中国での基本的なプラス

チック用精密金型技術に寄与することを目的として、プラスチック用精密金型の１）金型設計、

２）金型加工、３）金型組立・試打の各分野における技術移転を主たる内容としたプロジェクト

方式技術協力を実施した。

　この結果、同センターは、プロジェクト終了後も順調に研修実績を重ねており、修了者が全国

の企業で金型技術の中堅として活躍するなど、金型企業振興に大きな効果をあげている。

　しかしながら、このたび中国政府は、現在の設備では業界からの高い研修ニーズに対応しきれ

ないことから、そのニーズに応えるべく、アフターケア協力を要請してきたものである。

　これを受けて、日本側としては、１）プロジェクト終了後の同センターの組織（人員配置）、

活動および予算措置状況などを調査し、アフターケアの必要性を吟味すること、２）その必要性

が認められた場合には、アフターケアスキームの範囲内で日本側として対応可能な協力計画を中

国側と協議し、作成するとともに、これらの実施に必要となる相手側の実施体制を確認すること

を目的としてアフターケア調査団を派遣するものである。

２－３　主要調査項目２－３　主要調査項目２－３　主要調査項目２－３　主要調査項目２－３　主要調査項目

　(1) プロジェクト終了後の上海現代金型技術訓練センターの運営・活動状況の確認

　　１）組織および人員配置

　　２）予算措置の推移

　　３）活動状況

　　４）供与機材の現状確認
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　(2) アフターケア協力内容・必要性の確認

　　１）本体協力時に供与した機材に対する協力

　　　(a) 供与機材の修理・保守の必要性の確認（専門家派遣の必要性の確認を含む）

　　　(b) スペアパーツ・部品の供与の必要性の確認

　　２）討議議事録（R/D）の範囲内での追加協力

　　　(a) 短期専門家派遣の必要性の確認

　　　(b) 供与済み機材の更新など、機材供与の必要性の確認

　(3) アフターケア協力計画の策定

　　１）日本側投入

　　　(a) 専門家派遣

　　　(b) 機材供与

　　　(c) 研修員受入（原則対象外）

　　２）中国側投入

　　　(a) 人員配置

　　　(b) 予算措置

　　　(c) その他（専門家に対する便宜供与の確認）

　(4) 要請書アドバンスコピーの取付け（FormA1、A2A3、A4）

２－４　調査団の構成２－４　調査団の構成２－４　調査団の構成２－４　調査団の構成２－４　調査団の構成

　氏　名 　 分　野 　　　 　　　　　　　　所　　　属

桑島　京子 総括
国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　課長

福原　康夫 技術協力計画
通商産業省　機械情報産業局

素形材産業室　非鉄金属鋳造品係長

知地　正紘 機材計画 (財)素形材センター　テクニカルアドバイザー

畠山　篤彦 金型技術 (財)素形材センター　テクニカルアドバイザー

衣斐　友美 協力企画
国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　職員

花薗　　遜 通訳 (財)日本国際協力センター
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２－５　調査日程２－５　調査日程２－５　調査日程２－５　調査日程２－５　調査日程

　調査期間　1999年12月12日～12月18日（７日間）

日順  月日（曜日） 　　　　　　　　　　　　　　　　行　　　　　程

 １ 12月12日(日) 　　　総括・協力企画 　技術協力計画・通訳 　　 機材計画・金型技術

10：35　成田発 (NH905) 10：10　成田発(JL791)

13：35　北京着 12：30　上海着

 ２ 　　13日(月) 10：00　事務所打合せ 10：10　成田発(JL791) 終日　機材現況調査・技術調査

　　　　(調査日程､調査目的の説明) 12：30　上海着

13：50　北京発(FM104) センター視察

15：30　上海着

 ３ 　　14日(火) 10：00　上海領事館表敬 午前　機材現況調査・技術調査

11：00　センター視察

14：00　上海市科学技術委員会表敬

15：30　中国側との協議（キックオフミーティング）

 ４ 　　15日(水) 終　日　中国側との協議 　　技術協力計画 午前　企業視察

午前　JETRO上海訪問

午後　機材現況調査・技術調査

 ５ 　　16日(木) 終日　中国側との協議（M/D案協議） 機材現況調査・技術調査

 ６ 　　17日(金) 午前　M/D署名・交換

　　　総括・協力企画 　技術協力計画・通訳 　　 機材計画・金型技術

15：20　上海発(FM105) 15：15　上海発(NH920) 企業視察

17：20　北京着 18：50　成田着

　　　　JICA中国事務所報告(会食）

 ７ 　　18日(土) 14：50　北京発(NH906) 14：10　上海発(JL792)

19：00　成田着 17：45　成田着



－20－

２－６　主要面談者２－６　主要面談者２－６　主要面談者２－６　主要面談者２－６　主要面談者

（中国側）

　１　上海市科学技術委員会 国際合作処　副処長 楊　喆清

国際合作処 劉　海峰

　２　上海軽工控股（集団）公司 副総裁 沈　国臣

　３　上海市二軽機械学校 校長 徐　

　４　上海現代金型技術訓練センター 主任 徐　

実習科　科長 趙　武俊

実習科　副科長 李　偉民

訓練科　副科長 凌　翠祥

訓練科　助理 張　岱元

実習科 李　世剛

訓練科 劉　康

訓練科 葛　嵐群

訓練科 蒋　文英

（日本側）

　１　上海総領事館 経済領事 樽川　　流

　２　JICA中国事務所 次長 新井　明男

次長 神谷　克彦

所員 前川　憲治
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２－７　調査協議項目、対処方針および調査結果２－７　調査協議項目、対処方針および調査結果２－７　調査協議項目、対処方針および調査結果２－７　調査協議項目、対処方針および調査結果２－７　調査協議項目、対処方針および調査結果

　(注)現状の欄の記述は、特に断りがない場合、事前質問状の回答が情報ソースである。

１　中国側の体制
　(1) 実施機関
　ア　名称

　イ　位置づけ

・上海現代金型技術訓練センター（以下セン
ター)｡

・センターと国家科学技術部、上海市科学技術委
員会との関係に変化はない旨、報告されてお
り、中国側組織図を入手している。

・国家科学技術委員会が国家科学技術部に組織改
編された旨、確認されている。

・上海市第二軽工業局が上海市軽工控股（集団）
公司に組織改編された旨、確認されている。

・左記を確認する

・中国側におけるセン
ターの位置づけを再
確認し、最新の組織
図を入手する。

・左記を確認するとと
もに、業務内容・権
限の変更がセンター
事業に影響を及ぼし
ているかどうかを確
認する。

・左記を確認するとと
もに、業務内容・権
限の変更内容と、そ
れがセンター事業に
影響を及ぼしている
かどうかを確認する｡

・左記のとおりであるこ
とを確認した。

・左記を確認した。組織
図は、事前質問状の回
答と変更がない。
　（資料２－１参照）

・国家科学技術委員会が
国家科学技術部に組織
改編された旨､確認し
た｡
　なお、上記の組織改編
によるセンターへの影
響はない。

・上部機関であった上海
市第二軽工業局が、
1995年に第一軽工業局
と統合され「上海市軽
工業控股（集団）公
司」として組織改編さ
れたことにより、セン
ターの最高責任者であ
る「主任」は第二軽工
業局副局長から、セン
ターの所在する上海市
二軽機械学校（初等中
学卒業生に対する４年
制の高など工業専門学
校）校長となった。こ
のため、同校長である
徐センター主任は、セ
ンターの事業、組織、
財務において実質的な
決定権限をもつように
なった。
・なお、センターおよび
同機械学校の職員は、
公務員ではないが、公
務員待遇の給与水準を
与えられており、人事
は、上記公司が行うと
いうことである。
・公司は傘下に587社を
有し、固定資産は総額
400億元、年間売上げ
総額は350億元にのぼ
る。公司の設置は収益
をあげることが目的で
あり、傘下企業の収益
から一定比率の収入を
得ることとなっている
が、性格的には政府と
しての権限をもってい
るということである。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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　イ　位置づけ
　　　（続き）

　　ウ　組　織

・本体協力時にセンターと関係のあった上海市経
済委員会との関係が不明である。

・職員数は約30人で、実習部と訓練部がある。
　（注：本体協力時には存在した事務室が、中国
側からの送付資料には記載されていない。）

・人員体制は以下のとおり。

　(ｱ) センター主任・副主任
　　・中国側送付資料では、主任・副主任が同一
　　　人物となっている。

　(ｲ) 実習部
　　・責任者の役職名が、本体協力時には主任で
　　　あったが、中国側送付資料では科長となっ
　　　ている。
　(ｳ) 訓練部
　　・責任者の役職名が、本体協力時には主任で
　　　あったが、中国側送付資料では科長となっ
　　　ている。

・上海市経済委員会と
センターの関係を確
認する。

・左記内容、特に部署
名および役職名を確
認する。

・上海市経済委員会は、
1987年から1988年にか
けて行われた「金型産
業振興計画診断調査」
の所管であったため、
本体協力時にも協力機
関として位置づけられ
ていたが、本体協力終
了後は、特に深い関係
はない旨、確認した。

・プロジェクト事務室
（弁公室）が本体プロ
ジェクト終了に伴って
1996年に廃止され、か
つての「部」が「科」
に名称変更されたほか
は、訓練科および実習
科の２部門体制に変更
がない。
　なお、訓練生募集・選
考などの事務室の機能
は訓練科が引き継いで
いる。

・各科の業務内容は、以
下のとおり。
　(ｱ) 実習科
　　・訓練コース（実習)
　　　の実施
　　・機材の調達・維持
　　　管理
　　・委託加工の実施
　(ｲ) 訓練科
　　・訓練コース（講義)
　　　の実施
　　・訓練生の募集(含む
　　　右にかかる事務作
　　　業全般）
　　・広報
　　・セミナーの開催　他

・人員体制は以下のとお
りで、センター全体で
30人が配置されている｡
　（資料２－２参照）
　(ｱ) センター主任 1人
　 （上海市二軽機械学
　　校校長）
　 （センター副主任は
　　空席）
　(ｲ) 実習科　　　14人
　　・責任者は科長・副
　　　科長

　(ｳ) 訓練科　　　15人
　　・責任者は科長・副
　　　科長

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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　　エ　他の機関との
　　　連携

　(2) 人員配置
　　ア　現状

　　イ　本体協力時の
　　　カウンターパー
　　　トの現状

　

・以下の機関またはプロジェクトと技術交流を実
施した旨、報告されている。

・実習部に14人、訓練部に15人、主任１人の計30
人が配置されている。
 （注：中国側からの送付資料ごとに、センター
の主任・副主任であるカウンターパート名、各
部の責任者の役職名およびカウンターパート名
が異なるので確認する必要がある。）

　(ｱ) 現在もセンターに在籍している者
　　　18人
　(ｲ) 退職
　　　２人

・左記の内容について
確認するとともに、
当該セクターにおけ
る他の外国政府援助
動向を確認する。

・左記を、センターの
内部組織を確認した
うえで、再確認す
る。

・左記を再確認すると
ともに、人員の補充
や体制強化、能力向
上に対する姿勢およ
び人員の離職対策に
ついて確認する。

・センターは左記機関か
らの来訪者受入れによ
り交流を行った。

・センターに対し、他の
外国政府による援助は
行われていない旨、確
認した。

・前記(1)ウのとおり

・本体協力時のカウン
ターパートの現状は以
下のとおりであること
を確認し、ミニッツに
添付した（ミニッツ附
表５）。
　なお、退職者および出
向者が数名いるもの
の、そのほか16人のカ
ウンターパートはセン
ター主任を含めて定着
しており、本体協力時
と比べて大きな変更は
みられない。

　(ｱ) 現在もセンターに
　　在籍している者
　　　　　　　　　 19人
　（うち３人は、在籍は
しているが、民間企業
に｢出向｣している｡）

　(ｲ) 定年退職　　２人

・人員の補充は、二軽機
械学校の教員１人が訓
練科に新規配置された
ほかは行われていな
い。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果

 　　国　名　　　　　機関名　　　　　期　間

 1　ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 金型技術協会　　　　 96.7.10-12

 2　ﾌｨﾘﾋﾟﾝ JICA（金型技術向上） 99.3.26-31

 3　香港 金型協会　　　　　　 94.10
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(3) 予算措置
　　ア　センターの予
　　　算措置

　　イ　二軽機械学校
　　　の予算措置

・本体協力終了以降のセンターの予算措置は以下
のとおり。
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万元）

(*)予測値
（注1：1998年､1999年度は財政の特別手当てがあ
る。）
（注2：中国の予算年度は､通常１～12月である
が､学校の年度は９～10月であるため、上記予
算措置がいずれの年度によるものか確認する必
要がある。）

・左記について、収支
の内容などを含め確
認する。

・2000年度および以降
の収支見通しにつ
き、確認する。

・1995年以降センターの
上部機関は上海軽工業
控股（集団）公司と
なったが、センターは
上海市二軽機械学校の
内部組織であり、機械
学校などの教育部門に
ついては、人件費およ
び運営経費は継続的に
財政部から配付されて
いる。センターの運営
管理に必要な予算は適
切に措置されており、
年間収入のうち、研修
受講収入および金型委
託加工収入はそれぞれ
1995年当時の2.5倍に
増えており、センター
の経費として使用する
ことができる。

・左記の予算措置は、１
月～12月の通常の予算
年度で整理されている
(以下も同様)｡

・1998、1999年度の二軽
機械学校全体の予算措
置は以下のとおり。機
材・設備の購入、維持
管理費については、学
校全体のこれら予算の
うち、６割から７割が
センターに措置されて
いる。
　　　　　 (単位：万元)

　 (注：＊年度末見込み)

・二軽機械学校に対する
2 0 0 0 年度の予算手当
は、1999年度と変わら
ず76 0万元が見込まれ
ている。予算手当の増
額が見込めないため、
訓練生の増加、設備不
要の訓練コース（例：
日本語、貿易）の増設
などにより、研修収入
を増加させる方針であ
る旨、確認した。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果

1995 1996 1997 1998  1999

予算手当   55   62   70  120   138

研修費収入    8   10   15   16    20

生産収入    5    7    8   12    13

その他

合計   68   79   93  148   171

人件費 55.8   61 69.1   78    85

講師の研修支出    1  1.2  1.5    2   2.5

機材購入・保守    5   10   12   58 (*)70

その他    7    7    9   10    14

合計 68.8 79.2 91.6  148   172

収入の部

支出の部

 1998 1999

予算手当   650  760

研修費収入   300  320

生産収入    50   20

 *50

　　合計  1000  990

　　　*1100

うち機材購入  110  107

・保守

支出の部

収入の部
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　　ウ　センターにお
　　　ける新規機材調
　　　達状況

　

　(4) 供与済機材の現
　　状

　(5) その他主要機材
　　の現状

・本体協力終了後現在までの機材の購入実績は以
下のとおり。

・将来的な機材の購入予定については以下のとお
り。

・供与済機材の22点の稼働および保守管理の現状
は以下のとおり。
　ア　稼働率の低い機材　４点
　イ　使用されているが､修理の必要な機材 ６点

　（注：中国側送付資料ごとに、保守管理状況に
　　かかる記載内容が異なる機材があるので、確
　　認する必要がある。）

・中国側が独自に調達した主要機材28点のうち、
稼働および保守管理の現状は以下のとおり。

　ア　稼働率の低い機材　１点
　イ　故障中の機材　１点
　ウ　廃棄された機材　５点

・左記を再確認すると
ともに、各購入予定
機材の使途目的を確
認する。

・念のため、すべての
供与済み機材につい
て、稼働および保守
管理状況を確認する
とともに各機材の使
途目的（研修、委託
製作など）を調査す
る。稼働率の低い機
材についてはその原
因を調査し、修理の
必要な機材について
は専門家派遣などの
対応が必要か否かを
含めて、その対応策
を検討する。

・念のため、すべての
その他既存の主要機
材について、稼働お
よび保守管理状況を
確認するとともに、
各機材の使途目的
（研修、委託製作な
ど）を確認する。

・稼働および保守管理状
況を含め、左記を確認
した。

・センターの機材購入・
維持管理費の内訳は以
下のとおり。
　　　　　 (単位：万元)

・1998年、1999年には、
機械学校向けに財政部
からの特別財政補助を
得た金型研究費を用い
て、それぞれ50万元お
よび60万元の予算によ
り、コンピューターや
CAD/CAM２次元および
３次元ソフトなどの購
入がなされている。

・今次のアフターケア協
力でマシニングセン
ターが供与される場
合、左記の表中２のマ
シニングセンターにつ
いては放電加工機の購
入に代えることとする
旨、確認した。

・左記については、セン
ターの希望リストであ
り、今後、上記を踏ま
えた内容で予算を配分
または要求する予定で
ある旨、確認した。

・すべての供与済み機材
の稼働および保守管理
状況を確認し、ミニッ
ツに添付した。
　（ミニッツ附表４－１)

・供与済み機材のうち、
不具合を生じている機
材12点については、そ
の内容および修理のた
めの連絡先をわかる範
囲で付してミニッツに
添付した。
　（ミニッツ附表４－２)

・すべてのその他既存の
主要機材について、稼
働および保守管理状況
を確認し表に取りまと
め、持ち帰った。
　（「第１章　調査結果
の要約」中、表１－２
参照）

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果

　　 機材名 設置年月  価格 数
1 3R治具 　1998年 7.5万元
2 コンピューター 　1996年 1.0万元  2
3 コンピューター 　1998年 1.2万元 32
4 コンピューター 　1999年 1.0万元 10
5 CAMソフト(CAXA) 　1997年 1.0万元  3
(2次元：中国製)

6 CAMソフト(UGII) 　1998年 2.0万元  3
(3次元:アメリカ製)

7 貨物トラック 　1998年 5.0万元  1

1995 1996 1997 1998 1999

購入  2.5    4    7   50   60

保守  2.5    6    5　 8   10

合計　 5   10   12   58   70

機材名 設置予定時期 数
1 CNC工作機械 　 2000年  1
2 マシニングセンター 　 2000年  1
3 縦式ボール盤 　 2000年  1
4 金型温度制御器 　 2000年  1
5 CNCスキャナセンサー 　 2000年  1
6 射出用ロボットシーム 　 2001年  1
7 CNCスキャナーソフト 　 2000年  1
8 CAD/CAM/CAE 　 2000年  1
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　(6) 活動状況 ・センターの主な活動は、以下のとおりである。
　(ｱ) 訓練コース
　(ｲ) 金型企業への短期講習
　(ｳ) セミナー
　(ｴ) 教材などの作成
　(ｵ) 工場視察調査・指導
　(ｶ) 教育機関における講演指導
　(ｷ) センター視察および技術相談への対応
　(ｸ) 金型部品などの展示
　(ｹ) 外部からの委託による金型製作・加工

・本体協力終了後から現在までのセンターの活動
実績は以下のとおり。

　(ｱ) 訓練コース

・左記の各活動の実績
件数を、必要な場合
は内容とともに確認
しならびに課題点お
よびその対応策を聴
取・検討する。
・今後の具体的な活動
方針およびその実施
体制を聴取する。

・訓練期間とカリキュ
ラム、および卒業者
の動向および満足
度、ならびに、今後
の方針などについて
確認する。

・左記の各活動の実績表
を持ち帰った。
　（資料３参照）

・訓練期間とカリキュラ
ム、卒業生の動向（含
む就職先もしくは出身
企業）について確認
し、関連資料を持ち
帰った。
（資料３－１参照）

・訓練コース受講者の満
足度については、研修
終了前にコースの評価
会を実施している。

・訓練コースには大きく
分けて、企業からの訓
練生に対するコースと
就職先の決まった二軽
機械学校の学生に対す
る実習コースの２つが
ある。企業向けコース
の訓練生は、企業から
の課題を与えられ、右
課題に即した訓練コー
スを受けるという形を
とっている。各コース
の実績は以下のとお
り。

　ａ　企業向けコース

　ｂ　上海市二軽機械学
　　  校生向けコース

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果

 年 コース名 コース数 人数

1995 CADコース 　　1  10

金型製作 　　2  45

1996 金型製作 　　2  47

CNC工作機械操作 　　3 120

1997 金型製作 　　5 137

金型設計 　　1   8

CNC工作機械操作 　　2  80

1998 金型製作 　　4 123

金型製作CAD 　　1  25

CNC工作機械操作 　　2  80

1999 金型製作 　　4  92

CNC工作機械操作 　　5 136

 年 コース名 ｺｰｽ数 人数

1995 CADコース 　 1  10

金型製作 　 2  44

1996 金型製作 　 1  21

1997 金型製作 　 2  37

金型設計 　 1   8

1998 金型製作 　 1  25

CAD

1999 金型製作 　 1  20

年 コース名 ｺｰｽ数 人数

1996 CNC工作 　3  120

機械操作

1997 同上 　2   80

1998 同上 　2   80

1999 同上 　5  136
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(6) 活動状況
　　（続き）　

　(ｲ) 金型企業への短期講習
　　・中国側からは特に報告されていない。

　(ｳ) セミナー

・活動の現状および今
後の方針などを確認
する。

・セミナーの目的・対
象および満足度、な
らびに今後の方針な
どにつき確認する。

・一般企業向け研修は、
本体協力では当初国営
企業（国有企業、集団
所有企業）向けの研修
が主体であったが、国
営企業の経営悪化によ
るニーズの低迷もあ
り、1997年以降は、外
資系、民営（個人経
営）企業からの募集に
力を入れ、1999年受入
れの20人のうち６割は
外資、民営企業となっ
ている。
・上海二軽機械学校生
（金型班）向けのC N C
工作機械操作短期研修
の受入人数は1998年ま
では年間13～28人程度
であったが、実践的な
人材供給ができるとし
て、企業からの求人
ニーズが飛躍的に高
まっており、1999年実
績では２期計73人の受
入れを行っている。特
に、修了生は10 0％金
型関連企業への就職が
決まっており、うちほ
ぼ９割は外資系企業、
民営企業に就職し、即
戦力として重宝されて
いる。

・センターとしては即戦
力育成のための実習
コースの拡充とともに
一般企業向けコースの
拡充を計画しており、
2005年までの訓練生リ
ストが作成されてい
る。
（資料３－１－６参照）

・本体協力時は、企業か
らの依頼に応じて、講
師を派遣して短期講習
を行っていたが、現在
では、企業から訓練生
を募る訓練コースに一
本化しているため、短
期講習の実績はない。

・セミナーは一般企業な
どに対する知識啓蒙を
目的として実施するも
ので、左記の表のう
ち、１～３はセンター
主催で実施し、4 は寧
波職業技術学校主催の
セミナーにセンターの
講師を派遣したもので
ある。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果

期間 開催場所    講演テーマ 参加者数

1 1996.1 センター CAD/CAM技術応用     150

2 1997.7 センター CNC加工技術     100

3 1997.7 センター 射出成形技術     120

4 1998.6 寧波職業 CNC加工技術     160

技術学校



－28－

(6) 活動状況
　　（続き）　

　(ｴ) 教材などの作成

　(ｵ) 工場視察調査・指導

　(ｶ) 教育機関における講演指導
　　・中国側からは特に報告されていない。

　(ｷ) センター視察および技術相談への対応

　(ｸ) 金型部品などの展示
　　５種

　(ｹ) 外部からの委託による金型製作・加工
　

　　（注：1995年分については、報告されていな
　　い。）

　(ｺ) その他

・各教材を確認のう
え、課題および今後
の方針などにつき確
認する。

・視察調査・指導の目
的、対象企業および
満足度、ならびに今
後の方針につき、確
認する。

・活動の現状および今
後の方針を確認する｡

・現状および今後の方
針を確認する。

・現状および今後の方
針を確認する。

・具体的な製作物およ
び対象企業を確認の
うえ、現状および今
後の方針を確認する｡

・上記以外の活動があ
れば確認する。

・左記を確認したとこ
ろ、左記を含め、12点
の教材を作成している
ことを確認し、これを
表にまとめた。
　（資料３－２参照）

・工場視察調査は研修
ニーズの把握、募集・
広報、ならびに打合せ
のために行われてい
る。
・左記には、(ｶ)教育機
関における講演指導が
含まれていたため、右
を除いた実績件数は以
下のとおり。
　（資料３－３参照）

・大学、専門学校などに
おける知識普及のため
の活動実績を確認した
ところ、件数は以下の
とおり。
　（資料３－４参照）

・現状を確認した。

・現状を確認した。

・具体的な製作物および
対象企業を確認し、関
連資料を持ち帰った。
件数は以下のとおり。
　（資料３－５－１参照)

・センターとしては、企
業より求められている
加工精度・納期には対
応できていないと感じ
ている。
　（資料３－５－２参照)

・上記以外の活動は行わ
れていない。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果

　　　　教材名 　　　主な内容

CNC工作機械マニュアル ワイヤーカット、放電加工、

マシニングセンター、CNC順序

コンピューター設計関連 PRICAD3.0

コンピューター製作関連 master CAM 6.1

コンピューター設計および製作 UGII

1995 1996 1997 1998 1999 計

件数 　 3 　 4 　 4 　 3 　 3 17

1995 1996 1997 1998 1999  計

  3   3   2   3   2 13

1995 1996 1997 1998 1999 計

件数 　 5 　 5 　 6 　 5 　 4 25

1996 1997 1998 1999 計

件数 　 7 　 9 　 1 　 1 18

1995 1996 1997 1998 1999  計

  0   1   2   0   1  4

1995 1996 1997 1998 1999  計

  3  11  20  16  18 68
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２　アフターケア協力
　の内容
　(1) アフターケア協
　　力の枠組み

　(2) アフターケア協
　　力の内容
　　ア　要請分野

　　イ　日本側の投入
　　(ｱ) 供与機材
　　　a　スペアパーツ

・事前質問状送付時に本件アフターケア協力の枠
組みを以下のとおり説明済みである。

　ア　下記(ｱ)、(ｲ)の協力は予算の範囲内で、か
　　つ、専門家のリクルート・機材の調達が可能
　　な範囲で実施される。
　　(ｱ) 本体協力時に供与した機材に対する協力
　　　a　機材の修理・保守のための短期専門家
　　　を派遣する。
　　　b　必要なスペアパーツ､部品を供与する。
　　(ｲ) 討議議事録(R/D)の範囲内での追加協力
　　　a　短期専門家を派遣する。
　　　b　必要な機材を供与する。
　イ　日本におけるカウンターパート研修は原則
　　として実施しない。
　ウ　協力期間は、本件アフターケアにかかるミ
　　ニッツの署名・交換日から2001年３月末日ま
　　でとする。

・要請書および事前質問状の回答などを総合する
と、プラスチック金型にかかる、以下の本体協
力での協力野に対する協力が要請されている。

　(ｱ) 金型設計
　(ｲ) 金型加工
　(ｳ) 金型組立・試打

・本体協力でJICAが供与した機材のなかで、スペ
アパーツ、消耗品および専門家による修理が必
要な機材
　　６点
　（うち２点は、スペアパーツ・消耗品の調達が
　現地では不可能である旨報告されている。）

・本件アフターケア協
力の枠組みについて
再度説明を行い、合
意を得る。
・ミニッツに記載する
左記(2)以下の日本側
投入はあくまでも案
であり、最終的には
調査団帰国後、予算
などを勘案し、日本
国内にて検討のうえ､
決定されることを説
明し、中国側の理解
を得、必要があれば
ミニッツに記載する｡

・センターの方針とし
て、左記のうち、い
ずれの分野のどのよ
うな活動および技術
への対応を重視して
いるかを確認する｡

・プロジェクトの自立
発展性にかんがみ、
中国側で実施可能な
修理、調整およびス
ペアパーツの調達・
据付けについては、
原則として中国側で
実施すべきことを説
明し、必要な場合は
中国側による修理内
容およびその期限に
ついて確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記を説明し、中国側
の同意を得た。

・左記を説明し、中国側
の同意を得たため、日
本側の最終的な投入計
画につき、最も早くて
2000年１月中旬に確認
し、中国側に連絡する
旨、ミニッツに記載し
た。

・訓練コースの約８割が
金型加工を指導するも
ので、企業からも、よ
り高い加工速度、精度
による実技研修や金型
製作を求められるた
め、センターの方針と
しては、企業のニーズ
に応えるため、既存設
備に加え、新たな加工
設備の導入を図りたい
考えである。

・金型設計に対しても、
その重要性を認識し、
センター独自で、CAD/
C A Mを導入しており、
今後、設計と加工の
ネットワーク化も含め
た設計技術の強化を考
えている旨、確認し
た。

・機材の現状を調査の
上、左記を説明し、中
国側の負担ですべての
必要な補修を実施する
旨中国側の理解を得、
ミニッツに記載すると
ともに、補修内容およ
び補修の際の連絡先を
付して、ミニッツに添
付した。
　（ミニッツ附表４－２)

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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　　　a　スペアパーツ
　　　　（続き）

　　　b　討議議事録
　　 （R/D）の範囲内
　　　での追加協力に
　　　必要な機材

　(ｱ) ワイヤーカット放電加工機
　　１点
　　（ソディック・US$107,000）
　(ｲ) 形彫放電加工機
　　１点
　　（アトク・US$39,800）
　(ｳ) マシニングセンター
　　１点
　　（建徳・US$54,280）
　（注：（　）内は、中国側希望のメーカー・現
地調達の場合の見積額）
　

・現地調達が不可能と
報告されているスペ
アパーツ・消耗品に
ついては、確認の
上、中国側での対応
可能性を検討・協議
する。
・日本側の予算の制限
もあり、要請のあっ
たすべてのスペア
パーツの供与は可能
でない旨を説明す
る。
・そのうえで、スペア
パーツ供与の必要性
が認められたものに
関して、中国側から
の要請の優先順位に
も配慮しながら最終
的な協力実施の優先
順位を付してミニッ
ツに添付する。
・なお、現地で実施可
能な修理および調達
可能なスペアパーツ
については、具体的
手続きを含めてその
必要性および妥当性
を検討のうえ、結果
を持ち帰ることとす
る。

・追加協力に必要な機
材について、セン
ターの課題および活
動方針を踏まえて、
その必要性を吟味
し、優先順位を付し
たうえでミニッツに
記載する。

・左記について確認した
ところ、現地メーカー
にて対応可能であった
ため、中国側の負担で
スペアパーツ・消耗品
の購入および補修を行
うこととした。
・上記に加え、実質的に
協力が始まるまでに、
以下の点に関して中国
側で準備し、その進捗
を隔月ごとに日本側に
報告することとして、
その旨ミニッツに記載
した。
　（第１回報告：2000年
２月）

　(a) 主要機材の日常メ
　　ンテナンスマニュア
　　ルを作成し、不具合
　　が生じた際の連絡先
　　リストを添付するこ
　　と。

　(b) 機材に必要なスペ
　　アパーツリストを作
　　成すること。

・中国側からの要請機材
は、左記のとおり３点
であり、上記1(6)(ｱ)
にあるとおり、セン
ターの訓練コースの増
加傾向、企業からの
ニーズの高まりなどか
ら判断して必要性が認
められたとともに、供
与は妥当であると判断
されたため、左記の機
材３点につき、優先順
位に沿ってマシニング
センター、ワイヤー
カット放電加工機、形
彫り放電加工機の順に
ミニッツに記載した
(ミニッツ附表３)｡こ
のうち、形彫り放電加
工機については、中国
側が手当てすることを
確認した。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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　　　b　討議議事録
　　 （R/D）の範囲内
　　　での追加協力に
　　　必要な機材
　　　　（続き）

　　　　c　その他
　　　　　（上記a,b共
　　 　 　通）

　　　(ｲ) 専門家派遣
　　　　a　修理・保守

　　　　b　追加協力

　(a) マシニングセンター修理
　　（派遣期間16日間）
　(b) ワイヤーカット
　　（派遣期間16日間）
　(c) 金型温度制御器
　　（派遣期間８日間）
　(d) 放電加工機
　　（派遣期間16日間）
　(e) 射出成形機
　　（派遣期間８日間）
　(f) OHP
　　（派遣期間８日間）

　(a) CNC放電加工技術
　　（プログラム作成および工程技術）
　　（派遣期間１カ月間）
　(b) CNCマシニングセンター
　　（プログラム作成および加工技術）
　　（派遣期間１カ月間）
　(c) 射出成形技術
　　（加工工程、射出成形条件）
　　（派遣期間１カ月間）

・調達方法について
は、要請機材をすべ
て本邦調達とすると
通常のアフターケア
の範囲を越える金額
となるため、必要機
材の仕様の妥当性に
加え、現地調達の可
否についても十分精
査・協議を行う。す
なわち、外部のセン
ターに対するニーズ
を踏まえた、セン
ターの現状の課題お
よび実施能力ならび
に今後の活動方針を
確認のうえ、優先順
位、望ましい調達方
法を付した必要機材
リストを作成してミ
ニッツに記載する。

・供与する各機材の調
達スケジュールを作
成する。

・中国側の具体的要望
内容、日本側の予算
状況および専門家の
リクルートの可能性
を勘案したうえで、
各修理・保守の内容
を明確化し、派遣専
門家の数および期間
の絞り込みを行う。
・派遣時期について
は、機材調達スケ
ジュールを考慮し、
調整する。

・追加協力に必要な機
材についての検討結
果､中国側のニーズ､
　日本側の予算状況お
　よび専門家のリクル
　ートの現状を踏まえ､
各技術指導内容を明
確化したうえで、必
要性を吟味し、派遣
専門家の数および期
間の絞り込みを行う｡

・調達方法については、
帰国後確認し、上記の
うち供与する機材内容
とともに、2000年１月
下旬までに中国側に連
絡する。詳細仕様につ
いては、２月中に中国
側に連絡のうえ、最終
決定する。

・上記に加え、実質的に
協力が始まるまでに、
以の点に関して中国側
で準備し、その進捗を
隔月ごとに日本側に報
告することにした。
 （第１回報告：2000年
２月）
　(a) 金型の委託加工に
    あたっては、設備の
    固有機能に依存する
    のみならず、加工条
    件設定や加工方法の
    最適化を念頭におい
    た金型設計技術の経
    験蓄積を重視するこ
    と。人員の配置、業
    務配分を含めた効率
    的な納期管理を検討
    すること。

・詳細仕様の決定後、調
達手続きを開始し、中
国側としては７月末ま
でに機材が到着し、夏
休み中に据付けが終了
することを希望したた
め、これを反映した暫
定実施計画を作成した｡
　（ミニッツ附表１）

・上記(ｱ)aのとおり、主
要機材の修理・保守に
関しては、現地代理店
などとの連絡を通じ中
国側の負担で実施する
こととし、その旨、ミ
ニッツに記載した。

・以下の専門家について
必要性が認められたた
め、優先度を付したう
えで派遣計画を作成
し、ミニッツに添付し
た。
　（ミニッツ附表２）

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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　　　　b　追加協力
　　　　　（続き）

　　　(ｳ) 研修員受入 ・中国側からは要請されていない。 ・原則対象外であるこ
とを説明する。
・調査の結果、真に必
要な技術移転分野が
出てきた場合は、上
記原則を説明したう
えで、持ち帰り検討
するという位置づけ
とする。

１　金型設計(CAD/CAM)
　　　　　　　　　１人
　派遣期間：２週間～１
カ月（リクルート結果
によるが、２回の派遣
を検討）
２　金型加工(CAM-CNC)
　　　　　　　　　１人
　派遣期間：２週間～１
カ月
　（リクルート結果によ
るが、２回の派遣を検
討）
３　機材据付け・維持管
理指導（マシニングセ
ンター）　　　　１人
　派遣期間：１週間
４　機材据付け・維持管
理指導（ワイヤーカッ
ト放電加工機）　１人
　派遣期間：１週間

　上記３については、機
材を現地調達する場合
は、現地技術者による対
応を検討する。
　なお、専門家の人数、
派遣時期および期間、お
よび指導内容について
は、各専門家のリクルー
ト状況によって変わり得
るため、日本側は検討結
果を早くて2000年２月ま
でに中国側に連絡すると
ともに、センターの受入
状況を確認したうえで最
終的に確定する。

・上記に加え、実質的に
協力が始まるまでに、
以下の点に関して中国
側で準備し、その進捗
を隔月ごとに日本側に
報告することにした。
（第１回報告：2000年２
月）

　(a) 中国側が導入した
CAD/CAMソフトウェ
アの基本的な操作に
ついて、日本人専門
家派遣までの間に自
主的に習熟できるよ
うにすること。

・左記を説明し、中国側
の理解を得た。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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　　ウ　中国側の投入
　　　(ｱ) カウンター
　　　　パート予定者

　　　(ｲ) 予算

３　その他
　(1) 暫定実施計画

　(2) 各種要請フォー
　　ム

・５人が予定されている。

・機材の引取りにかかる費用、専門家の付帯経費
（通信運搬費、車輌借上げ費など）が必要であ
る。
・上記２(2)イ(ｱ)aのとおり、中国側の負担すべ
き修理・調整・スペアパーツの調達・据付けに
ついての予算措置が必要である。

・本件アフターケア協
力に配置予定のカウ
ンターパートについ
て再確認し、そのリ
ストをミニッツに添
付する。

・左記が必要なことを
説明し、理解を得、
ミニッツにその旨記
載する。

・上記２の双方の投入
計画を中心にアフ
ターケア協力の暫定
実施計画を作成し、
ミニッツに記載する｡

・上記２の協議結果を
踏まえ、前述のとお
り、各種要請フォー
ムのアドバンスコ
ピーを入手するとと
もに、可能なかぎり
2000年１月末までに
本信を提出するよう
依頼し、その旨、ミ
ニッツに記載する。

・設計に２人、加工に４
人の計６人が配置され
ることを確認し、ミ
ニッツに添付した（ミ
ニッツ附表５）。

・左記が必要なことを説
明し、中国側の理解を
得、ミニッツにその旨
記載した。

・暫定実施計画を作成
し、ミニッツに添付し
た（ミニッツ附表１)｡

・各種要請フォームのア
ドバンスコピーの入手
はできなかったが、上
記２の協議結果および
３(1 )の暫定実施計画
を踏まえ、2000年２月
上旬までに本信を提出
するよう依頼し、その
旨、ミニッツに記載し
た。

項　　目 現　　　状 対処方針 調査結果
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